
≪B－汚染汚泥・焼却灰等の保管に係る追加的費用整理表≫ ※一つの行に複数の施設を含む場合は、施設ごとの明細を添付すること

↓ ↓ ↓

支出金額
（円）

控除費用
（円）

事前協議額
追加的費用

（円）
継続協議額

（円）

①汚泥・焼却灰等の搬出準備②汚泥・焼却灰等の運搬③保管物の管理又は汚泥・焼却灰等の処
分④保管又は処分用設備の整備⑤作業員の被ばく対策より、複数回答

整
理
番
号

大
項
目

費用が
生じた
施設名

称

部
署
名

請求金額

証明
書類

証明
書類
番号
※東
電記

備考

追
加
的
費
用

対象物、
保管・処分の概況

追加的費用を生じた契約等の名称
費用が生じた状況

費
用
項
目

費
用
目
的

支出確
定期間

①「当面の取扱い」②「特措法」③取引先の要請（引取拒否なし）④取引先の要請（引取拒否あり）（具
体的に）より、複数回答

①委託費（契約変更・取引先変更）②委託費
（新規契約）③物品消耗品費④その他（具体的
に）

1 2 南部SP

施
設
管
理
部

①
焼却灰等

再生→処分
2424

【南部スラッジプラント管理業務委託】
処理量増加によるセメント費用の増加(H22：200t→R5：550
ｔ）

① ③

令和5年
4月～

令和6年
3月

2,363,911,000 2,360,040,540 3,870,460

管理部１

2 4
施設管
理部

施
設
管
理
部

①
焼却灰等

再生→処分
2424

【焼却灰運搬費（埋立・資源化）】
放射能の問題により汚泥焼却灰の資源化が停止した結果、埋立
処分に係る運搬費用が増加し、資源化処分に係る費用が減少し
た。

①
②
③

令和5年
4月～

令和6年
3月

258,592,948 148,020,291 110,572,657

管理部２

3 7
施設管
理部

施
設
管
理
部

①
焼却灰等

再生→処分
2424

【焼却灰処分費（埋立・資源化）】
放射能の問題により汚泥焼却灰の資源化が停止した結果、埋立
処分に係る費用が増加し、資源化処分に係る費用が減少した。

①
②
③

令和5年
4月～

令和6年
3月

216,342,179 158,420,534 57,921,645

管理部３

4 4
施設管
理部

施
設
管
理
部

①
焼却灰等

再生→処分
2424

【環境保全協力金（埋立・資源化）】
焼却灰の資源化について、焼却灰を岩手県へ搬入するにあた
り、「県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例」
の第５条に基づき、環境保全協力金が必要となった。

① ②

令和5年
4月～

令和6年
3月

248,000 66,960 181,040

管理部４

5 5
施設管
理部

施
設
管
理
部

①
焼却灰等

再生→処分
2424

【埋立管理者負担金】
放射能の問題により汚泥焼却灰の資源化が停止した結果、埋立
処分に係る費用が増加した。

④
埋
立
地
建
設
費
等
負
担
金

③
④

令和5年
4月～

令和6年
3月

54,375,669 42,937,651 11,438,018

管理部５
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支出金額
（円）

控除費用
（円）

事前協議額
追加的費用

（円）
継続協議額

（円）

①汚泥・焼却灰等の搬出準備②汚泥・焼却灰等の運搬③保管物の管理又は汚泥・焼却灰等の処
分④保管又は処分用設備の整備⑤作業員の被ばく対策より、複数回答
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称
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署
名

請求金額

証明
書類

証明
書類
番号
※東
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備考

追
加
的
費
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追加的費用を生じた契約等の名称
費用が生じた状況

費
用
項
目

費
用
目
的

支出確
定期間

①「当面の取扱い」②「特措法」③取引先の要請（引取拒否なし）④取引先の要請（引取拒否あり）（具
体的に）より、複数回答

①委託費（契約変更・取引先変更）②委託費
（新規契約）③物品消耗品費④その他（具体的
に）

6 9 東部SP

施
設
管
理
部

①
④

焼却灰等
再生→処分

2424

【炭化物運搬費】
炭化燃料に放射能が含まれているため、従来の受入先である勿
来発電所(東京電力)から受入拒否となった。炭化燃料を処分す
ることとなり、処分場への運搬費が発生した。

②
①
②

令和5年
4月～

令和6年
3月

18,954,165 0 18,954,165

管理部６ 整理番号2と証明書類
重複

7 9 東部SP

施
設
管
理
部

①
④

焼却灰等
再生→処分

2424

【炭化物処分費】
炭化燃料に放射能が含まれているため、従来の受入先である勿
来発電所(東京電力)から受入拒否となった。炭化燃料を処分す
ることとなり、処分費用が発生した。

② ③

令和5年
4月～

令和6年
3月

45,927,035 0 45,927,035

管理部７

8 9 東部SP

施
設
管
理
部

①
④

焼却灰等
再生→処分

2424

【炭化事業施設の維持管理及び運営業務費】
東部スラッジプラントの汚泥処理量を確保するため、最低限の
炭化炉の運転が必要であるため、平成25年5月より本来事業で
ある「維持管理及び運営業務契約」ではなく、「管理業務委託
契約」にて実施した。

① ③

令和5年
4月～

令和6年
3月

1,006,335,588 187,328,538 819,007,050

管理部８

9 9 東部SP

施
設
管
理
部

①
④

焼却灰等
再生→処分

2424

【炭化燃料売却費逸失利益】
炭化燃料に放射能が含まれているため、従来の受入先である勿
来発電所(東京電力)から受入拒否となったため、炭化燃料を売
却できなかったことによる、逸失利益。

④ ③

令和5年
4月～

令和6年
3月

156,921 0 156,921

管理部９

10 1 葛西セ

施
設
管
理
部

①
その他(活性炭)

再生→処分
2429

【葛西水再生センター汚泥焼却設備1･5号補修工事】外4件
焼却灰が付着している機器内部での作業を実施するにあたり、
当センターの焼却灰から放射性物質が検出されていることか
ら、作業員の安全性を考慮し「焼却設備工事における当面の考
え方（平成23年10月4日）」に基づき、線量計、防護服、核種
分析等の費用を計上した。

①
③
⑤

令和4年
9月～

令和5年
4月

3,825,658 0 3,825,658

管理部１０

11 4

北多摩
一号水
再生セ
ンター

流
域
下
水
道
本
部

焼却灰等
再生→処分

2424

【汚泥焼却灰処分費及び運搬費用の増加分】
　流域下水道本部の各水再生センターにおいて生じた汚泥につ
いては、全量をコンクリート材料等として資源化していたが、
東京電力の原子力発電所事故により、事故以前に搬出していた
事業者に受入れを拒否された。
　そのため、受入価格が高い事業者に搬出せざるを得なかっ
た。

②
②
③

令和5年
4月
～

令和6年
3月

41,722,924 32,213,735 9,509,189

流域１ R5年度運搬費：
17,508,214円
R5年度処分費：
24,214,710円

Ｈ22年度運搬費：
12,005,698円
Ｈ22年度処分費：
20,208,037円

2/3



≪B－汚染汚泥・焼却灰等の保管に係る追加的費用整理表≫ ※一つの行に複数の施設を含む場合は、施設ごとの明細を添付すること

↓ ↓ ↓

支出金額
（円）

控除費用
（円）

事前協議額
追加的費用

（円）
継続協議額

（円）

①汚泥・焼却灰等の搬出準備②汚泥・焼却灰等の運搬③保管物の管理又は汚泥・焼却灰等の処
分④保管又は処分用設備の整備⑤作業員の被ばく対策より、複数回答
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証明
書類

証明
書類
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備考

追
加
的
費
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対象物、
保管・処分の概況

追加的費用を生じた契約等の名称
費用が生じた状況

費
用
項
目

費
用
目
的

支出確
定期間

①「当面の取扱い」②「特措法」③取引先の要請（引取拒否なし）④取引先の要請（引取拒否あり）（具
体的に）より、複数回答

①委託費（契約変更・取引先変更）②委託費
（新規契約）③物品消耗品費④その他（具体的
に）

12 7

北多摩
二号水
再生セ
ンター

流
域
下
水
道
本
部

その他(活性炭)
再生→処分

2429

【汚泥焼却灰処分費及び運搬費用の増加分】
　流域下水道本部の各水再生センターにおいて生じた汚泥につ
いては、全量をコンクリート材料等として資源化していたが、
東京電力の原子力発電所事故により、事故以前に搬出していた
事業者に受入れを拒否された。
　そのため、受入価格が高い事業者に搬出せざるを得なかっ
た。

②
②
③

令和5年
4月
～

令和6年
3月

14,316,586 7,799,525 6,517,061

流域１ R5年度運搬費：
6,274,142円
R5年度処分費：
8,042,444円

Ｈ22年度運搬費：
2,955,802円
Ｈ22年度処分費：
4,843,723円

3 1
流域そ
の他

流
域
下
水
道
本
部

その他(活性炭)
再生→処分

2429

＜焼却炉工事における分析費＞
【北多摩一号水再生センター汚泥焼却設備改良・補修工事】ほ
か7件

① ⑤

令和5年
4月
～

令和6年
3月

1,963,516 1,963,516

流域２ 安全費1,088,138円
分析費  875,378円

請求額 継続協議額
合計

合計 4,026,672,189 2,936,827,774 1,089,844,415 0 1,089,844,415

合計のうち 請求額 継続協議額
合計

区部・その他営業収益 0 0 0
流域・その他営業収益 0 0 0
区部・工事負担金収入 0 0 0

請求額 継続協議額
合計

区部 保管 0 0 0
　合計 処分 0 0 0

0 利益 0 0 0

流域 保管 0 0 0
　合計 処分 0 0 0

0 利益 0 0 0

区部 流域 請求額計 区部 流域 継続協議額計

8 活性炭の分析・取替費用 0 0 0 0 0 0

1 焼却炉の工事時測定費用 3,825,658 1,963,516 5,789,174 0 0 0

2 混練施設の稼働費用 3,870,460 0 3,870,460 0 0 0
3 仮置焼却灰の移動作業 0 0 0 0 0 0
4 焼却灰の運搬費用 110,753,697 9,509,189 120,262,886 0 0 0

5 焼却灰の埋立負担金 11,438,018 0 11,438,018 0 0 0

7 焼却灰の資源化経費 57,921,645 6,517,061 64,438,706 0 0 0

9 炭化事業に関係する費用 884,045,171 0 884,045,171 0 0 0

6 人件費 0 0 0 0 0 0

1,071,854,649 17,989,766 1,089,844,415 0 0 0
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